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第１ 問題意識と現状 1 

 2 

１ 本専門調査会の問題意識1 3 

〇支払手段の多様化が進展し、キャッシュレス決済比率は、2024年に、42.8％に高まっ4 

ている2(図表１)。 5 

〇消費者委員会が実施した(2025 年３月)消費者アンケートによれば、現金以外の支払6 

手段を使っている理由として、①支払が簡単で早い、②現金を持ち運ばなくて済むと7 

いった回答が多く、支払手段の多様化は、消費者に一定の利便性をもたらしていると8 

いえる。 9 

〇他方、支払手段の多様化（決済制度の複雑化、キャッシュレス決済比率の高まり）等10 

は、①決済が対面でなくインターネット空間で行われること等により、支払手段に関11 

わる消費者トラブルが拡大し、未然防止、救済が難しい、②キャッシュレス決済の仕12 

組が複雑化・多様化し、消費者には理解しづらいものとなっている等、様々な影響を13 

与えていることが指摘されてれる。 14 

〇キャッシュレス決済において重要な役割を果たしているのはクレジットカードやコ15 

ード決済である（図表２）。相談件数3をみると、販売信用(包括信用、個別信用、２か16 

月内払い等を含む)に関する相談件数は、このところ、年間 20万件前後寄せられてい17 

る(図表３）。そのうち、２か月内払いが大きなウエイトを占めている。後払決済やコ18 

ード決済に関する相談件数は増加傾向にある（図表４）。 19 

〇本専門調査会では、①支払手段の多様化が消費者にどのような影響や消費者問題をも20 

たらしているか、その事実をデータ（エビデンス）とともに明らかにすること②その21 

消費者問題等（事実）が生じている要因（構造）を、可能な限り明らかにしていくこ22 

と③その要因を取り除くため、どのような方策が有り得るか（新規立法を含む法制度、23 

いわゆる加盟店管理のあり方、決済代行会社等への規律、金融技術の活用、事業者の24 

取組強化等）を検討し取りまとめることを目的としている4。 25 

〇本報告書は、現時点における中間的な整理であり、今後の議論の方向性を定めるもの26 

ではない。引き続き具体的な検討を進める予定であり、その過程で、さらに論点の整27 

 
1 本専門調査会設置の背景、検討事項については、「消費者委員会支払手段の多様化に関する専門調査

会」（2025 年３月５日開催）資料１(事務局提出資料) 

https://www.cao.go.jp/consumer/kabusoshiki/payment/001/shiryou/index.html 
2 経済産業省(2025 年３月 31日)https://www.meti.go.jp/press/2024/03/20250331005/20250331005.html 
3 ＰＩＯ-ＮＥＴの相談件数。ＰＩＯ-ＮＥＴとは、独立行政法人国民生活センターと全国の消費生活セン

ター等をオンラインネットワークで結び、消費生活に関する相談情報を蓄積しているデータベースのこ

と。 
4「 消費者及び事業者が選択可能な支払手段の選択肢が増える中で、消費者が合理的な選択をできるの

か」という指摘や、「支払手段の多様化が消費者行動や市場に与える影響」や「どのような要因が消費者

トラブルを引き起こしているのかについて分析することが必要である」との指摘があった。 
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理、追加を行っていくことが不可欠である。 1 

 2 

図表１ 我が国のキャッシュレス決済額及び比率の推移 3 

 4 
（出所）経済産業省公表資料(2025 年３月 31 日) 5 
https://www.meti.go.jp/press/2024/03/20250331005/20250331005.html 6 

 7 

図表２ キャッシュレス決済額及び比率の内訳の推移 8 

 9 

（出所）経済産業省公表資料(2025 年３月 31 日) 10 
https://www.meti.go.jp/press/2024/03/20250331005/20250331005.html 11 

 12 

 13 

 14 

 15 
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 1 

 2 

図表３ 年度別にみた支払方法別相談件数・割合 3 

 4 

（出所）独立行政法人国民生活センター 5 

 6 
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販売信用(包括信用、個別信用、２か月内払い等を含む)に関する相談件数 は、このところ、
年間 20 万件前後寄せられている。そのうち、２か月内払いが大きなウエイトを占めている。 
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 1 

 2 

 3 

図表４ 年度別相談件数 4 

 5 

（出所）第３回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 28 日開催)独立行政法人6 
国民生活センター説明資料  7 

支払手段別(後払い、プリペイド、コード、代引き)の消費者からの相談件数をみると、後払
い決済が 48,800 件となり最も多い。次いで、代引き配達となっている。また、このところ決
済額の伸びが高まっているコード決済の相談件数は増加傾向にある。 
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２ 支払手段多様化の現状 1 

 2 

（１）様々な支払手段の利用実態等 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

図表５ キャッシュレス決済の支払方式とサービス 8 

 9 
（出所）第２回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 10 日開催)山本委員説明10 
資料 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

キャッシュレス決済は、支払時期の観点から、プリペイド方式、後払い方式、即時払い方式
に分類される。プリペイド方式は、消費者が決済に必要な額をあらかじめ決済事業者に提供
する。後払い方式は、取引の後に決済額が消費者に対して請求される。即時払い方式は、決
済と同時に消費者の銀行口座から決済額が引き落とされるものである。 
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 1 

 2 

 3 

図表６ コード決済の方式一覧 4 

 5 

（出所）第２回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 10 日開催)山本委員説明資料 6 

 7 

 8 

 9 

図表７ キャッシュレス決済システム運営会社の分類10 

 11 

（出所）第２回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 10 日開催)山本委員説明資料 12 

13 

最近では、ＱＲコードを示して決済を行うコード決済の利用が増加している。コード決済の
仕組みには、残高にあらかじめチャージして支払うもの、クレジットカードと紐づけて支払
うもの、銀行口座と紐づけて決済時に支払うもの、銀行口座から残高にチャージして支払う
ものがある。 

消費者と販売事業者との間に、キャッシュレス決済事業者とキャッシュレス決済取次・仲介
事業者が介在する場合がある。こうした場合、消費者から決済代行会社や収納代行会社の存
在がみえない場合もある。 
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図表８ キャッシュレス関連法制度とサービスの相関図 1 

 2 

（出所）山田司法書士作成資料 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

図表９ 実質的な交渉・相談先 8 

 9 
（出所）第２回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 10 日開催)山本委員説明資料 10 

支払手段の多様化に伴い、関係する事業者も多様化している。消費者・消費生活相談員の交
渉・相談先も様々になっている。支払手段により、関連法令が異なること、被害救済の仕組
み(苦情処理、加盟店管理に関する規定)に差異があることが、消費者トラブルを複雑化し、
被害回復を困難にしている場合がある。 



 10 / 57 

 

主な御意見 1 

〇電子マネーの決済額は約６兆円となっている(2024年度)。コード決済は約 14兆円で2 

ある。金額面でみると、キャッシュレス決済は実質、クレジットカード（約 117兆円）3 

とコード決済の２つともいえる。 4 

〇支払手段の多様化は、消費者にとって新たな課題をもたらしている。例えば、各支払5 

手段のコスト、手数料、ポイント還元率、与信条件等が十分開示されないと、消費者6 

が適切な選択を行うこと・事業者間の価格比較が困難であり、結果的に消費者が不利7 

な契約に誘導されるリスクが高まる。 8 

〇支払手段の多様化により、クレジット審査にとおらなくても利用可能な支払手段が提9 

供されるようになっている。 10 

 11 

（２）複雑化・多様化する仕組み 12 

 13 

 14 

 15 

図表１０ 複数の支払手段のチャージを可能とする電子マネー 16 

 17 

（出所）第２回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 10 日開催)山田司法書士18 
説明資料 19 

 20 

 21 

 22 

消費者が電子マネーを利用した場合、消費者は、クレジットカード、後払い決済等多くの支
払関連事業者とかかわりをもち、それぞれの支払事業者と利用契約が締結されることにな
る。消費者の資金は、チャージという形で、各種支払手段に流れていく。 
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 1 

 2 

 3 

図表１１ 複数の支払手段に関与する決済代行会社 4 

 5 

（出所）第２回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 10 日開催)山田司法書士6 
説明資料 7 

 8 

 9 

 10 

図表１２ クレジットカード決済の仕組からみた決済機能付販売プラットフォーム 11 

 12 

（出所）第２回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 10 日開催)山田司法書士説明料 13 

商取引と決済が融合した決済機能付販売プラットフォームがある。決済機能付販売プラット
フォームは、割販法に基づくクレジットカード番号等取扱業者として、クレジットカード番
号等の適切管理義務等が課せられる場合がある。 

クレジットカード会社や前払式支払手段発行者（電子マネー等）と、販売事業者を仲介する決済代
行会社が存在している。一部の決済代行会社は、割販法に基づくクレジットカード番号等取扱契約
締結事業者として、登録義務、加盟店調査及び措置義務等が課されている。他方、どのような決済
代行会社が登録義務等を負うのかという登録要件が必ずしも明確でない。 
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 1 

 2 

 3 

図表１３ 近年の副業サイト詐欺等で悪用される消費者金融からの借入 4 

 5 
（出所）第２回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 10 日開催)山田司法書士6 
説明資料 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

図表１４ 〇〇ペイで返金？詐欺にあった話 13 

 14 
（出所）第３回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 28 日開催)独立行政法人15 
国民生活センター説明資料 16 

副業サイト詐欺等で悪用される消費者金融からの借入の手口は、消費者が①インターネット
上で販売事業者から消費者金融からの借入をするための具体的な指示を受け、②貸金業者か
ら借入をし、③販売業者の指定した口座に振込を行うという流れとなっている。 

インターネット検索で見つけた商品を購入し、キャッシュレスで支払を行う。消費者トラブ
ルにあったため、返金を求め、指示されるままにスマホを操作する。無料通話アプリで通話
しながら言われるままに番号を入力したり、ボタンをタップしたりしているうちに、ＱＲコ
ード決済アプリに紐づいた銀行口座やクレジットカードから送金してしまった。全ての操作
が非リアルで行われ、決済アプリと銀行口座やクレジットカードが紐づいていること等か
ら、資金の流れの把握が複雑となり被害救済が困難となっている可能性がある。 
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（３）支払手段を選択する観点 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

図表１５ 現金以外の支払手段を利用しているか 6 

 7 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費者向け)(2025 年３月実施)Ｑ５ 8 

 9 

 10 

 11 

図表１６ よく使う現金以外の支払手段 12 

 13 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費者向け)Ｑ６ 14 

 15 

  16 

よく使う現金以外の支払手段は、クレジットカード決済(75.9％)、コード決済(68.3％)、Ｉ
Ｃカード決済(41.9％)、銀行口座からの送金(18.3％)、キャリア決済(17.5％)の順に多い。 

現金以外の支払手段(クレジットカード、ＱＲコード決済、ＩＣカード決済など)の利用状況
について、年代別にみると、20 代から 70 歳以上の世代でいずれも約９割の者が利用してい
る。 
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 1 

 2 

 3 

図表１７ 現金以外の支払手段を使っている理由 4 

 5 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費者向け)Ｑ８ 6 

 7 

 8 

 9 

図表１８ 現金以外の支払手段にどの方法でチャージしているか 10 

 11 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費者向け)Ｑ９ 12 

 13 

  14 

現金以外の支払手段を使用する理由は、支払が簡単で早い(83.4％)、現金を持ち運ばなくて
済む(52.7％)、ポイント還元率が高い等お得なオプションがついている(52.5％)が多い。ま
た、アプリ上に支払履歴が残るので家計の管理がしやすくなる(10.6％)も一定程度いる。 

現金以外の支払手段(クレジットカード、ＱＲコード決済、ＩＣカード決済)にチャージする
方法としては、銀行口座（48.5％）、クレジットカード(45.9％)となっている。 
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第２ 支払手段の多様化にかかる消費者問題 1 

 2 

１ 主に相談現場で生じていること 3 

 4 

（１）多様な支払手段と消費者相談 5 

 6 

 7 

 8 

図表１９ 詐欺にあいクレジットカードのＩＤとセキュリティコードを渡したが、苦情の伝達がない 9 

 10 

 11 
（出所）第３回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 28 日開催)岩澤委員説明資料 12 

スマホに届いたメール等をきっかけに、クレジットカード番号、セキュリティコードを詐取
された。その情報が、第三者のプリペイドカードに紐づけられ、チャージに不正利用される
という消費者トラブルが発生している。被害に気づいた消費者が、クレジットカード会社、
プリペイド電子マネー会社に苦情の申し出をしても、対応されない事態が生じている。 
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 1 

 2 

 3 

 4 

図表２０ クレジットカード決済(マンスリークリア・決済代行会社) 5 

 6 

（出所）第３回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 28 日開催)岩澤委員説明資料 7 
 8 
 9 
 10 
 11 
 12 
 13 

図表２１ 決済プラットフォーム(メールリンク請求機能を利用) 14 

 15 
（出所）第３回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 28 日開催)岩澤委員説明資料 16 

 17 

クレジットカード決済を利用し消費者トラブルが生じた場合、消費者は、イシュアー（カー
ド発行会社）に対応を求める。イシュアーには、苦情発生時の調査義務や苦情伝達義務があ
る。しかし、イシュアーにおいて、決済代行会社や決済プラットフォームの存在が把握でき
ない（連絡先がわからない）場合もある。消費者においても、クレジットカード明細書に決
済代行会社や決済プラットフォームの記載・連絡先がなく、被害回復が困難になっている。 

決済プラットフォームを利用した支払においては、販売事業者から消費者に、決済用ＵＲＬが
メール等で送付され、消費者は、リンク先画面からクレジットカード番号等を入力することに
より支払を行う。消費者は、決済プラットフォームで支払をしていることを認識しておらず、
クレジットカードの明細書にも連絡先等の記載がない。決済プラットフォームは、消費者から
の苦情対応を行わない場合もある。海外事業者の場合は連絡を取ることが困難である。 
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 1 

 2 

 3 

 4 

図表２２ プラットフォーム提供事業者(決済機能も提供している大手取引ＤＰＦ)5 

 6 

（出所）第３回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 28 日開催)岩澤委員説明7 
資料 8 

 9 

主な御意見 10 

〇消費者が簡易に利用できる一方で、仕組みが複雑で分かりにくく、トラブルに遭うと11 

自力で解決することが難しくなっている。消費者は、多くの支払手段から、その特性12 

等を理解した上で、選択、利用することは困難になっている。 13 

〇支払手段ごとに規律する法律、仕組みが異なるため、被害回復の程度が異なっている。14 

新しい支払手段については、法律の規制がかからなかったり、十分でないために、悪15 

質な事業者に利用されているのではないかと思われる。 16 

〇支払手段の法律や仕組みが異なり複雑なため、相談現場においても解決を図るために17 

は、知識や経験が必要な上、時間と労力がかかる。 18 

〇新たな支払手段によって消費者が被害を受けないよう、事業者によるシステム整19 

備、加えて法整備も必要と考える。苦情受付窓口を明確にして、被害回復につながる20 

よう苦情の適切な処理が行われることを望む。  21 

決済機能と商品・サービスの販売が一体となっているプラットフォーム(決済機能付販売プ
ラットフォーム)がある。割販法のクレジットカード番号等取扱契約締結事業者の登録義務、
加盟店調査義務等が課せられている場合があるが、加盟店に対し、適切な調査・指導等が行
われないこともある。消費者は、決済機能付販売プラットフォーム、クレジットカード会社、
販売事業者のそれぞれに苦情を申出たとしても、十分な対応をしてもらえない場合がある。 
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（２）多重債務の側面からみるキャッシュレス決済 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

図表２３ ＢＮＰＬの信用調査、運用 6 

7 

 8 

 9 

 10 

後払決済(ＢＮＰＬ)には、支払可能見込額の調査義務がなく、信用情報機関の利用も義務付けられ
ていない。また、携帯電話番号、メールアドレス、運転免許証、マイナンバーカード等の入力のみで
利用可能であり、収入確認がないものもある。年齢制限については、事業者により異なっているが、
一括払いの場合、年齢制限がない事業者もあり、18 歳以上であれば分割払いが可能となっている場
合もある。 
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 1 

 2 

 3 

 4 

図表２４ 手数料と延滞料  5 

 6 
（出所）第３回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 28 日開催)宮園委員説明資料 7 

   8 

  9 

後払決済を利用する際の手数料をみると、事業者によっては、年率 18％となる場合もある。
延滞料については、事業者によっては、遅延損害金が年 14.6％、それに加えて回収料金が加
算される場合もある。 
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 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

図表２５ キャリア決済の信用調査、運用 6 

 7 

8 

 9 

（出所）第３回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年３月 28 日開催)宮園委員説明資料 10 
 11 
 12 

携帯電話はライフラインの１つでもあり、契約に際して必ずしも収入証明が必要ではない。
消費者は、食品や日用品等の購入のためキャリア決済を利用することがある。食品等の支払
と通信料金の支払は一括で行われるため、キャリア決済の支払を延滞した場合に、ライフラ
インでもある携帯電話の利用ができなくなり、日常生活に支障を生じる。キャリア決済の上
限額は、一般的に初期設定されている。未成年者でもキャリア決済が利用できる初期設定と
なっていることが、消費者に認識されていない可能性がある。 
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主な御意見 1 

〇ＢＮＰＬについて、それを規制する法律や行政機関がなく、収入の確認、信用情報機2 

関の利用、支払可能見込み額の調査義務がない。1件当たりの利用額は数千円とか数3 

万円なので、弁護士に依頼して任意整理というのも割に合わない。手続きは、支払の4 

ときに後払いを選んで、メールアドレスと携帯電話番号を入力し、ショートメッセー5 

ジで届いたコードを入力する。実際の支払は、コンビニ払い、銀行振込み、口座引き6 

落としになる。高校生でも利用でき、一括払いであれば、年齢制限はない会社もある。7 

また、利用回数の制限がないため、1件の利用額が少額でも、月単位にすると相当の8 

金額になることも想定される。 9 

〇ＢＮＰＬの手数料が、510円とか 1,830円とか書いてあると、そんなに大した手数料10 

ではないと思うが、実質年利が 40％を超えることもある。さらに、延滞すると、遅延11 

損害金に回収の手数料が加わる。 12 

〇クレジットカードを延滞して利用停止になったという者が、食品や日用品の購入のた13 

めにキャリア決済を利用している。キャリア決済を延滞してしまうと、携帯電話の利14 

用ができなくなる。そのため、他の借金があってもキャリア決済を優先して返済する15 

という相談がある。クレジットカードとＢＮＰＬあるいはキャリア決済の併用による16 

多重債務が問題になりつつある。 17 

〇キャリア決済の上限額は、各社それぞれ異なるが、初期設定で 20 歳以上の場合、1018 

万円程度となっている。１か月に 10万円、その次の月も 10万円使える形になってお19 

り、ギャンブルに使用している場合もあった。 20 

〇多重債務については、信用調査、参入規制、紛争解決の枠組み、加盟店管理、払い戻21 

し等、何らかの法規制があると被害解決が進むと思う。 22 

  23 
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２ 主に被害救済の現場で生じていること 1 

 2 

（１）キャッシュレス決済を利用した消費者トラブルの実情 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

図表２６ クレジット決済における決済代行会社の位置づけと問題点 8 

 9 
（出所）第４回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年４月 17 日開催)池本委員説明資料 10 

 11 

 12 

 13 

図表２７ 苦情適切処理義務と加盟店調査措置義務の有無比較表14 

 15 

（出所）第４回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年４月 17 日開催)池本委員説明資料 16 
 17 

クレジットカード決済における２か月内のマンスリークリアには、登録制・苦情の適切処理義務がない。
クレジットカード番号等取扱契約締結事業者には、アクワイアラー又はアクワイアラーから加盟店審査・
契約締結の実質的な権限を受けた決済代行会社を含むことになっているが、その判断基準が不明瞭で無
登録業者がいるとの指摘がある。苦情適切処理義務、加盟店調査義務がかからない場合、被害救済は困
難となっている。 

２か月超後払と前払式支払手段の事業者には苦情の適切処理義務が課せられているのに対し、２か月内
払いの事業者にはその義務がないのは制度のバランスを欠いているという指摘がある。また、決済代行
会社、決済機能を有する取引ＤＰＦ事業者、コード決済事業者に、具体的要件を示した上で、調査措置
義務を課すべきではないかとの指摘があった。 
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 1 

 2 

 3 

 4 

図表２８ 割賦販売法等の適用・不適用一覧 5 

6 

以下は、支払期間・支払事業者の形態ごとに、割販法等における登録義務、クレジットカー
ド番号適切管理義務、加盟店調査措置義務等の適用・不適用を整理したものである。〇は明
確な法規定の適用がある、×は明確な法規定の適用がない、？は法規定の適用はあるが明瞭
でない、△は自主規制規則やガイドラインがある、となっている。 
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 1 
（出所）第５回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年５月 15 日開催)谷本委員説明2 
資料 3 
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主な御意見 1 

〇クレジットカード発行会社について、２か月を超える後払いについては、登録制や苦2 

情の適切処理義務があるのに、２か月内のマンスリークリアについては、登録制や苦3 

情の適切処理義務がない。 4 

〇クレジットカード番号等取扱契約締結事業者には、アクワイアラー又はアクワイアラ5 

ーから加盟店審査・契約締結の実質的な権限を受けた決済代行会社を含むことになっ6 

ているが、その判断基準が不明瞭で無登録業者がいる。 7 

〇加盟店契約を締結した当事者（決済代行会社、取引ＤＰＦ業者、コード決済事業者等）8 

に加盟店調査措置義務を課すべきであるが、当事者からはそのような義務を負わない9 

と主張され、結局、誰も責任を負わないというケースが生じている。 10 

○プリペイド決済については、電子マネー発行会社等の前払式支払手段提供事業者には11 

苦情の適切処理義務が課されているが、決済代行会社に対する加盟店調査義務規定は12 

ない。 13 

〇被害金額が比較的少額であるために、弁護士のところに相談が届いていないという事14 

例がある。金額が非常に少額であるがために、コストをかけて救済することが難しい15 

ケースについて、どのように対応することが有り得るかを考える必要がある。 16 

 17 

  18 
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（２）詐欺的金銭詐取の側面からみるキャッシュレス決済 1 

 2 

 3 

 4 

図表２９ 国際ロマンス詐欺とは 典型的な手口の図 5 

 6 
（出所）第４回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年４月 17 日開催)葛山委員説明資料 7 

 8 
 9 
 10 
 11 
 12 

図表３０ 考えられる対応方法 13 

 14 

（出所）第４回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年４月 17 日開催)葛山委員説明資料 15 

国際ロマンス詐欺の典型的な手口としては、マッチングアプリや偽広告等による勧誘を入口
とし、ＬＩＮＥへ誘導される。暗号資産やＦＸでの資産投資を勧められ、銀行振込あるいは
暗号資産送金により支払をすることにより被害にあう。 

被害救済の観点から考えられる対応方法としては、銀行振込については口座凍結が有り得
る。暗号資産送金については、追跡については可能な場合もあるが、海外の暗号資産交換所
は、口座凍結、送金先名義の開示に応じない。 
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 1 
 2 
 3 
 4 

図表３１ 銀行振込における対応方法 回収を困難とする事情 5 

 6 

（出所）第４回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年４月 17 日開催)葛山委員説明資料 7 
 8 
 9 
 10 
 11 
 12 
 13 
 14 

図表３２ 副業・セミナー詐欺15 

 16 
（出所）第４回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年４月 17 日開催)葛山委員説明資料 17 
 18 

銀行振込の場合、詐欺被害の金銭は国内の口座を転々とするため、被害者に対し移転先口座
の情報提供がなされないこと、移転先口座の凍結の実施がなされないことが被害回復を困難
にしている。 

副業・セミナー詐欺においては、決済の方法がクレジットカード等の取消可能な類型ではな
く、借入をさせた上で現金を送金させる形が多い。信用情報機関のデータべースのタイムラ
グを利用して、インターネットにより複数の金融機関からほぼ同時に借入をさせることによ
り、総量規制を潜脱させることがある。また、口座凍結を回避するために、振込先口座は別
名義の会社とし、その場合、収納代行であるから責任を負わないと主張する場合もある。 
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 1 

 2 

 3 

 4 

図表３３ 大規模投資詐欺被害類型 5 

 6 

（出所）第４回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年４月 17 日開催)葛山委員説明資料 7 

 8 

主な御意見 9 

〇マッチングアプリ等を使い、消費者を欺く目的で海外投資サイトに誘導し、暗号資産10 

投資へ勧誘するが、実態があるものはほぼない。サイト上では残高が増えているよう11 

に見えるが、引き出すことができない。支払手段としては、銀行振込や暗号資産によ12 

る送金が使用されている。 13 

〇被害金は、国内の口座をいくつか移転し、最終的には海外へ送金されていく。国内で14 

移転銀行口座を把握したいが、その情報が把握できない。海外へ送金されると回収が15 

一層困難になる。 16 

〇事業者は口座凍結を回避するために、振込先口座は別名義とし、収納代行であること17 

を主張し、責任逃れをしている。 18 

〇詐欺的な金銭の詐取に際して、決済方法が取消可能な類型ではなく、借り入れをさせ19 

た上で詐取する事案がある。データベースの登録のタイムラグを悪用することで、借20 

入の総量規制を潜脱させている。  21 

大規模投資詐欺では、国内で消費者を勧誘し、国内で収納代行を利用して送金させる手口が
ある。収納代行の形としては、仲間内の会社の口座を利用する場合、業務として営業してい
る収納代行会社（グローバルに展開している企業の日本法人等）の場合、国内で投資勧誘を
行い収納代行会社を介在させるが、最終的に海外への送金代行を介在させる場合がある。 
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３ 事業者の視点 1 

 2 

 3 

図表３４ 金融機能ごとに見た Fintech の変化4 

 5 
（出所）第５回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年 5５月 15 日開催)瀧委員説明資料 6 

 7 

 8 

 9 

図表３５ Fintech をとりまく主な制度改正 10 

 11 
（出所）第５回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年５月 15 日開催)瀧委員説明資料 12 
 13 

決済、資金のプール化・小口化、経済資源の移転、リスク管理方法、価格等の情報の提供と
いった金融機能ごとに、技術の進化等を背景に、様々な金融サービスが進展している。 

いわゆる Fintech の進展とともに、資金決済法、犯罪収益移転防止法、金融商品取引法、割賦販
売法、労働基準法等の改正が実施されている。Fintech 関連の制度改正のポイントは、電子マネ
ーやクレジットカードの利便性拡大、非対面型の本人確認が可能となったこと、資産窃盗等に対
して本人確認・資産保全の手段が高度化されたこと等があげられる。 
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 1 

 2 

 3 

図表３６ 今後の可能性 認知力の低下に備えた補助ツール 4 

 5 
（出所）第５回支払手段の多様化と消費者問題に関する専門調査会(2025 年５月 15 日開催)瀧委員説明資料 6 

主な御意見 7 

〇支払手段の多様化は決済代行会社やプラットフォーム運営会社など、新たなサービス8 

提供の層によって促されてきた。金融技術により１つの事業者の業務をばらばらにし9 

たときに、いくつかの業務が非常に安く営めるようになっており、そこだけ切り出し10 

て専門業者に任せることが進んでいる。金融技術はアンバンドリングによって進展す11 

る特性上、複層化すること自体は不可避である。 12 

〇複層化が進む中で、問題となる一点を特定して規制することや、消費者の自力解決は13 

困難化している。 14 

〇複数の事業者にまたがる行為規制をどのように設計するか。連携協働の解像度を上げ、15 

事業者間での責任分解を促せるかが重要である。 16 

〇決済はネットワーク性が働くため、支配的に大きなプレーヤーが出やすく、オンアス17 

化による単層化が進む側面もある。大規模プレーヤーが課題解決を担っているか、制18 

度上その要請ができるかの検証も必要である。難易度の高い課題であるため、競争法19 

上の観点も含めた政策形成が必要である。 20 

〇被害に遭いそうな兆候というのは、フィンテックのアカウントを持っている人が一番21 

最初に気づくのではないか。そういったアラートを消費者に対して出すことは可能と22 

なっているが、事業者にも連携できたらよい。そうした取組がデータの利活用の問題23 

があって難しいのか、進めていける可能性があるのか関心がある。 24 

認知機能の低下に伴い、消費者が支払手段等に求めるニーズも変化する（例えば、「健常時に
おけるファイナンシャル・プランニング→認知症発症時における経済的虐待の防止→相続時
における相続人との円滑な手続き」等）。ニーズに対応したサービスツールは、消費者に対す
るエンパワメント効果が大きいといえる。 
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相談の中で利用されていた支払手段は、「クレジットカード」(97.3％)、「キャリア決済」
(73.7％)、「後払サービス(ＢＮＰＬ)」(70.1％）、「電子マネー」(67.9％)、「コード決済」
(62.8％)の順に多い。 

４ アンケート調査の結果概要 1 

 2 

（１）消費生活相談員向け 3 

 4 

 5 

 6 

図表３７ 相談の中で利用されていた支払手段 7 

 8 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費生活相談員向け)(2025 年３月実施)Ｑ４ 9 

 10 
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クレジットカードを支払手段とする消費者トラブルについては、「不正利用(アカウントの乗
っ取り)」「通販サイトの商品に関するもの」「定期購入、副業サイト」に関するものが多い。 

 1 

 2 

 3 

図表３８ クレジットカードに関する消費者トラブル 4 

 5 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費生活相談員向け)Ｑ５ 6 

 7 

 8 

  9 
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 1 

 2 

 3 

 4 

図表３９ クレジットカードに関する消費者トラブルに関する課題 5 

 6 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費生活相談員向け)Ｑ６ 7 

 8 

  9 

クレジットカードを支払手段とする消費者トラブルに関する課題としては、「同じ相談内容
でもクレジットカード会社により対応が違う」「決済代行会社に関すること」「消費者からク
レジットカード会社の電話が混みあっていてつながらないとの苦情が入る」といったことが
上位となっている。 
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 1 

 2 

 3 

図表４０ キャリア決済に関する消費者トラブルに関する課題 4 

 5 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費生活相談員向け)Ｑ１２ 6 

 7 

 8 

 9 

図表４１ 後払い決済サービスに関する消費者トラブルに関する課題 10 

 11 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費生活相談員向け)Ｑ１３ 12 

キャリア決済を支払手段とする消費者トラブルに関する課題は、「キャリア決済と通信・通話
料の分離ができず、支払停止ができない」が最も多く、次いで、「キャリア(決済会社)が加盟
店の連絡先を知らない」となっている。 

後払決済サービス(コンビニ後払等)を支払手段とする消費者トラブルについて相談を受け
たのは、「定期購入」「後払決済サービスの会社の代理人弁護士から督促状が届いた」が
どちらも９割を超えている。 
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 1 

 2 

 3 

図表４２ その他の課題 4 

 5 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費生活相談員向け)Ｑ１９ 6 

 7 

 8 

 9 

図表４３ 法律改正・制度改正の必要性について 10 

 11 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費生活相談員向け)Ｑ２２ 12 

その他支払手段についての課題としては、「キャッシュレス決済に関わる事業者の複雑化(どこに
苦情等申出すればよいか不明)」「キャッシュレス決済のプラットフォーム事業者との対応」「契約
先や契約内容が同じでも決済手段により対応に違いがある」が掲げられている。 

支払手段の多様化に際し、法律改正・制度改正について、「取組をかなり強化すべき」等を選択し
た消費生活相談員からは、「法改正・新たな法制度の制定」「加盟店管理」「事業者による消費者窓
口の設置・苦情の調査処理義務」「被害の防止・救済・補償対応の強化」を求める意見が多い。 



 38 / 57 

 

消費生活相談員向けアンケートにかかる考察 1 

(支払手段の多様化・複雑化)（アンケートの自由記述欄より抜粋） 2 

・キャッシュレスは複雑で、内容も変わる。特に、コード決済は多数の事業者が存在し、3 

ポイント等で消費者を奪い合っている状況。それが消費者のためになっているかわか4 

らない。デジタル弱者は置いていかれている。 5 

・キャッシュレス決済において、ブラックボックス化が進んでいる。相談員でさえわか6 

りにくいのに、消費者には一層わからない。お金を支払う消費者にとり、わかりやす7 

く見える仕組みに変えるべき。また仕組みだけでなく名称もややこしく、わかりにく8 

い。規約も消費者が知らない間に改訂されている。 9 

・支払手段の多様化が進みすぎて、法規制が追い付いていない。 10 

・支払手段多様化に係る消費者教育は不十分。使い方とリスクについてもっと教育・啓11 

発をすべき。 12 

 13 

(支払手段の多様化と相談窓口) （アンケート結果を踏まえた相談員との意見交換より） 14 

・カード会社に電話を掛けてもなかなか繋がらない。最近では、メールやチャットでの15 

問合せにしか対応していないカード会社も存在。高齢者等の中には自力ではメールや16 

チャットを利用できない者もいるため、必然的に消費生活センターを通さないとやり17 

取りができない。カード会社に無理やり電話で問い合わせようとすると、専門外の窓18 

口が対応することになるため、余計にやり取りに時間がかかる。電話で、専門の部署19 

に問い合わせすることができるようすべき。 20 

・決済の構造の複雑化に伴って、決済事業者同士の関係や、大手決済事業者の社内が複21 

雑化しており、以前よりも決済事業者の対応が悪くなっている印象。社内のコンプラ22 

イアンスが働かなくなってしまっているのではないか。 23 

・いずれの支払手段についても、相談先（特に電話）が分からないという問題点は共通。 24 

・海外事業者を経由するケースもあり、消費者自身が交渉するのは難しい。 25 

 26 

(制度改正や考えられる具体的方策) （アンケートの自由記述欄より抜粋） 27 

・支払手段の種類を問わず、一元化した法律が必要。 28 

・販売店に問題があった場合に支払手段により解決に差がでないよう、その販売店から29 

手数料等の収益を得ている決済サービス業者すべてに、抗弁権や加盟店管理等を義務30 

付けるべき。 31 

・後払決済業者もクレジットカード番号等取扱契約締結事業者として登録制を導入し、32 

クレジットカード会社と同様の加盟店調査義務、不正利用防止対策を講じるよう、割33 

賦販売法を改正すべき。 34 

・クレジットカードにおけるマンスリークリアについても、割販法の対象とすべき。 35 
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・キャリア決済において、携帯電話料金とトラブルのある請求について分離し、支払停1 

止の抗弁対応ができるよう法律の整備をすべき。クレジットカード以外のキャリア決2 

済においても、クレジットカード並みの法整備をすべき。 3 

・キャリア決済、後払決済(ＢＮＰＬ)は、法規制がないことにより、悪質商法や消費者4 

トラブルの支払手段として利用されている。事業者は法規制がないため真摯に対応し5 

ない。 6 

・国はキャッシュレス化を推進する方針であるなら、トラブルが発生しているこの分野7 

について、関わっている事業者の責任等の法規制を早急にしなければ、よく理解しな8 

いまま利用する消費者の被害は増大する。悪質な海外事業者からも日本はターゲット9 

にされていると感じる。 10 

 11 

（２）消費者向けアンケート 12 

 13 

 14 

 15 

図表４４ 商品やサービス購入時のトラブルの際の相談先 16 

 17 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費者向け)Ｑ１８ 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

消費者は、商品やサービス購入時のトラブルの際、「実際にモノやサービスを取引した相手」
「ショッピングモールサイト、オークション・フリマサイト等の運営者等」に相談している。
「支払手段を提供する事業者」に相談する者も一定数いる。 
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 1 

 2 

 3 

 4 

図表４５ 後払いの支払手段を利用し、後日支払えないほどの請求に気づいた際に利用していた支払手段 5 

 6 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費者向け)Ｑ２０ 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

図表４６ 支払えないほどの請求になってしまった主な原因 12 

 13 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費者向け)Ｑ３０ 14 

 15 
 16 
 17 
 18 
 19 
 20 

後日支払えないほどの請求に気づいた際に利用していた支払手段としては、「クレジットカ
ード決済」が最も多い。次に、「後払決済」「コード決済」となっている。 

支払えないほどの請求になってしまった要因は、「収入や預金の状況を把握・管理できていな
かった」「限度額が反映される前に複数回の支払を行ったため限度額を超える金額での購入
ができた」「利子・利息・手数料など代金以外に支払わなくてはならない金額を把握していな
かった」の順となっている。 
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 1 
 2 
 3 
 4 
 5 
 6 
図表４７ 消費者トラブルにあい、キャンセルと返金を申し出たが送金や引き落としを止めることができ7 

なかった支払手段 8 

 9 

 10 

 11 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費者向け)Ｑ３２ 12 

 13 

図表４８ 送金や引き落としを止めることができなかった主な原因14 

 15 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費者向け)Ｑ３３ 16 

消費者トラブルに遭ったことがわかり返金等を申し出たものの、送金や引き落としを止める
ことができなかった支払手段は、「クレジットカード決済」「現金」「ＩＣカード決済」「デビ
ットカード決済」の順となっている。 

送金や引き落としができなかった主な原因は、「販売事業者が取消に応じてくれなかった」
「そもそも返品等ができない商品・サービスだった」「支払手段を提供する事業者が定める返
金・補償の基準に合致しなかった」「キャリア決済の場合通話料と一緒に清算されるので支払
わなければならなかった」の順に多い。 
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 1 

 2 

 3 

図表４９ 約款や契約書の理解等 4 

 5 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費者向け)Ｑ３３～３６ 6 

 7 

 8 

図表５０ 支払手段を提供する事業者における情報の利活用 9 

 10 

（出所）支払手段の多様化等に関するアンケート調査(消費者向け)Ｑ３７ 11 

支払手段を提供する事業者との約款・契約書に目を通すかについて、「重要だと思う部分だけ目
を通している」(42.3％)、「目を通していない」(23.4％)となっている。約 50％は、約款・契
約書を理解していないと回答している。こうした理由に、「長すぎて目を通す時間がない」「字
が細かくて読みづらい」「難解すぎて目を通しても理解できない」と回答している。 

支払手段を提供する事業者における情報の利活用について、どのような情報を保有し、利活
用しているか知らない消費者は約 75％である。 
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消費者向けアンケートにかかる考察 1 

(支払手段の多様化について) （アンケートの自由記述欄より抜粋） 2 

・支払手段の多様化により利便性が高まっている。ポイントも貯まる。 3 

・自分にあった支払方法を選択・決定できるのがよい。 4 

・現金管理の手間が省ける。安全面からみてもプラス。 5 

・現金支払のみの販売店もあるので、バランスよく使いわけることが重要。 6 

・自分自身どういう支払手段を選択するのか、その知識をきちんと得る必要がある。 7 

・クレジットカード、電子マネーまでは使いこなせているが、それ以外は複雑すぎてわ8 

からない。 9 

・セキュリティや信頼性について、どこまで信用できるかわかりにくい。 10 

・高齢者には対応出来ない場合がある。便利ではあるが複雑であり、不安な気持ちにな11 

ることがある。 12 

・災害時に電子決済などが使えなくなる。全てデジタルにすることには抵抗がある。 13 

・多くの支払手段があると、お金の管理について全体像を把握しにくい。 14 

 15 

  16 
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第３ 支払手段の多様化にかかる消費者問題の要因を分析する際の1 

視点5 2 

  3 

以下は、第１、第２を踏まえ、調査審議の中で出された主な御意見を中心に整理して4 

おり、今後さらに具体的に議論を深めていく際の観点である。 5 

 6 

概ね意見の一致をみた点 7 

（支払手段多様化・キャッシュレス化(複雑化・匿名性等)が消費者問題の未然防止・被8 

害回復を困難にしているのではないか(現金ならば同様の問題は生じないか)） 9 

〇インターネット取引のサイト上で、契約締結から決済まで手続きが完結するキャシュ10 

レス決済が利用できることにより、販売業者の匿名性が留保可能となったことで悪質11 

商法を助長し、被害発生後の責任追及が困難となっている。 12 

〇我が国では、決済サービスを担うプレーヤーが非常に拡大している。複数のプレーヤ13 

ーが一体となってサービスを提供する。また、決済関連サービスが物販やサービスな14 

どと一体になって提供されるようになってきている。こうしたことから、責任主体が15 

明らかでない状況でも顧客が必要な救済を受けることができるようにすべきではな16 

いか、あるいは正当な原因関係がない資金移動・決済を巻き戻せるようにすべきでは17 

ないかといったようなニーズが生じている。 18 

 19 

（支払とは「お金の移動」であるという考え方では消費者問題の未然防止・被害回復を20 

達成できなくなっているのではないか） 21 

〇決済に関する規制は、「為替取引」という概念を軸に組み立てられてきた。「為替取引22 

を行うこと」とは、「顧客から、隔地者間で直接現金を輸送せずに資金を移動する仕23 

組みを利用して資金を移動することを内容とする依頼を受けて、これを引き受けるこ24 

と、又はこれを引き受けて遂行することをいう」（最高裁平成 13 年３月 12 日第三小25 

法廷決定）とされている。為替取引を行うことができるのは、本来、銀行（銀行法）26 

と資金移動業者（資金決済法）のみであるが、それが実態としてそのとおりになって27 

いるか。 28 

〇資金移動業以外にも、プリペイド型の電子マネーや、コード決済のように、非常に簡29 

単に価値移転の手段というものができる状況が生まれている。 30 

〇今までの為替規制は、お客さんから預かったお金を、安心確実に届ける、破綻させな31 

いというところにフォーカスをしていたものが、この専門調査会での議論というのは、32 

 
5 消費者問題の解決に向けては、立法事実、被害の要因・構造分析、支払事業者の法的責任関係、具体的

な対応策、対応策がマクロ経済に与える影響等について議論を深めることが必要である。 
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全く違う観点からの利用者の保護ということが問題になっている。被害者の救済に当1 

たる上で、非常に使い勝手がいい有効なツールというのは何があるか。例えば、資金2 

の行き先の情報が出てこない、最終的にお金を凍結してもらえない状況に対応できる3 

もの、加盟店との取引を切る等どういうものが考えられるのか。 4 

 5 

今後にさらに議論を深める点 6 

（支払手段を提供している事業者の定義が現実と合致しておらず、規制の対象外や規7 

制レベルの相違が生じているのではないか） 8 

〇プラットフォーム、収納代行、決済代行は、それぞれ行為として見れば同じことをや9 

っているように見える。それを複雑な異なる法制度の中にうまくはめ込んでいくこと10 

が困難になっていると思うが、原点に返り、整理することが必要である。 11 

〇支払手段の多様化・複雑化により、既存の問題を解決する仕組みが機能不全に陥って12 

いる場合があるのではないか。キャリア決済事業者がクレジットカード番号等取扱契13 

約締結事業者に該当する可能性が有り得ることが、その例示として挙げられる。 14 

〇決済機能は持っているが、規制の対象となっていない新しい支払手段に対して、法律15 

の規制が不十分な状況にあり、苦情の連絡先が不明である、事業者が交渉にのらない16 

という、商取引では考えられない事態が生じている。決済機能をもつ事業者に、一律17 

のルールが必要ではないか。 18 

〇消費者と悪質商法を行う販売事業者の間に、後払、代引決済等の支払事業者が介在す19 

ることにより、資金回収は支払事業者が行うことで、販売事業者が代金を回収できな20 

いリスクを低減させる。販売事業者自らは苦情対応しなくても支払がなされるシステ21 

ムが提供される結果になっている。 22 

 23 

（支払という行為において消費者問題が生じた場合にどの主体が責任をもつのか） 24 

〇紛失、盗難、横領によって無権限取引が行われた場合の支払事業者による損失負担に25 

ついて、ＥＵのＰＳＤ２6では、無権限取引が行われた場合、支払者が取引前に察知し26 

得ないようなものである場合か、決済サービス事業者の従業員の作為・不作為によっ27 

 
6 ＰＳＤ２（Payment Services Directive 2）とは、ＥＵが 2018 年に施行した金融規制。決済の安全

性・安定性の向上、利用者保護、決済サービス市場の効率化、フィンテック企業も含めた競争上の公平性

の確保等の観点から、決済サービス指令（PSD：Payment Services Directive）を改正。（PSD2：Revised 

Payment Services Directive）。ＰＳＤ２では、以下の業について規制の枠組みを整備。①決済指図伝達

サービス提供者（PISP：Payment Initiation Service Provider）(利用者の依頼により、他の決済サービ

ス提供者（銀行、電子マネー事業者、決済サービス事業者）に開設されている利用者の決済口座に係る決

済指図を伝達するサービス、②口座情報サービス提供者（AISP：Account Information Service 

Provider）(利用者が、他の決済サービス提供者（銀行、電子マネー事業者、決済サービス事業者）に開

設されている１つ又は複数の決済口座の情報を統合して提供するオンラインサービス)。(金融庁説明資料

より引用) 
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て紛失が発生した場合を除き、支払者は 50 ユーロを上限に損失を負担しなければい1 

けない。ただし、それを超えた部分は事業者が負担をする等、無権限取引に関する責2 

任の分担の在り方についてのルールがある。 3 

〇消費者のみが負担するリスクや被害を未然に防止し拡大しないよう、リスクを排除し、4 

そして生じたリスクについて分散させる必要がある。これは現在の割賦販売法の考え5 

方でもあり、これを基礎として対応を考えることができる。決済の簡便さにより利益6 

を得ていて、かつ、加盟店のコントロールが可能な決済事業者に加盟店リスクへの対7 

応義務を負担させるべきである。つまり、現在、明確に法適用の対象とされていない8 

決済事業者を法適用の対象とすべきである。 9 

〇悪質加盟店の間に入った決済関与者が、一定の責任をとるべきという考え方は、闇バ10 

イトで犯罪者に口座を提供した者の責任や、信義則上の加盟店管理義務に近しい内容11 

を認めた収納代行等の裁判例があり、詐欺の加害者に関与した者を「過失による幇助」12 

として責任を負わせてきたという裁判実務上の価値判断にもなじむ。 13 

 14 

（支払手段・支払事業者の問題と消費者問題を分けて考える必要はないか） 15 

〇消費者問題の表れ方として、例えば決済を例に挙げた場合に、決済の機能に何らかの16 

問題が生じたことにより生じる問題と、決済の機能が言わば詐欺業者などに悪用され17 

ていることによって生じる問題がある。これまでの決済法制は、決済の機能に内在す18 

る問題に焦点を当ててきたと思う。そのために決済の機能と商取引の機能などが密接19 

不可分に組み合わさってしまった場合にうまく対応できていない。特に決済の機能が20 

言わば詐欺的な取引の支払手段として使われるという問題に対応していくためには、21 

結局個々の支払手段に着目した規制というよりも、要は横断的な規制が必要だという22 

ことになり、それをいかにして達成すべきかということが課題である。 23 

〇決済と商取引の融合という現象がある。商取引の一連の流れの中で決済がなされ、商24 

取引が詐欺的なものであった場合に、資金を取り戻すことができないかということで、25 

商取引の部分の法制度の後始末を決済の部分で何とか処理できないだろうかという26 

ような問題意識が示されている。それが例えば割賦販売法の抗弁接続というようなこ27 

との適用範囲の拡大というような形で示されている。しかしながら、従来は決済と商28 

取引をワンセットにして、その上で、商取引の部分に不適切なものがあったからとい29 

って、決済を取り消すというような考え方は取られてこなかった。そこを一体的に処30 

理するということが果たして適切なのか。個々の商取引の後始末を決済事業者に全部31 

負荷をかけるということになると、大量の取引を処理する決済事業者にとっては負担32 

となる。ここは慎重にコストとベネフィットを考えていく必要がある。 33 

 34 

 35 
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（決済を規制する統一的なルールが必要ではないか） 1 

〇支払手段が多様化する中で、消費者に様々な形で被害が生じていることに鑑みて、統2 

一的な決済自体を規制するルールが必要ではないか。今後も多様な支払手段が出てく3 

るかもしれない。これらをカバーできるような一般的なルールを策定する必要がある。4 

消費者が直接接することになる決済の主体については、名称、苦情の申し立ての制度5 

等について消費者が認識できることが必要である。 6 

〇多様な支払手段について、登録制、加害者情報の開示、苦情対応窓口の明確化、決済7 

自体のキャンセル、加盟店管理義務等について、被害実態をもとにその要否を検討し8 

てはどうか。 9 

〇これまで、機能別・横断的な法制についての議論はあったが、全体的・横断的な見直10 

しが実現する機会はなかった。金融審議会では、「「機能」・リスクが同一であるにも11 

かかわらず課される規制が異なることによるアービトラージ7を防ぐため、規制の横12 

断化を行う」とされていた8。 13 

 14 

（支払手段の多様化と消費者問題についてマクロ的な視点で適切に問題状況を把握で15 

きているか） 16 

〇消費者トラブルの要因分析にあたっては、マクロ的な視点からみると、利用者層別の17 

リスクのデータ、年齢・性別、高齢者・若年者等の脆弱層に対する今後の配慮事項や、18 

決済プラットフォームの市場構造、競争構造と寡占化、囲い込みに関連するデータ等19 

があると全体像が分かってよい。 20 

〇支払手段の多様化の中で、複数チャネルの仕組みにより、どのチャネルで特に問題が21 

発生しているのか、どの支払手段により被害が起きているのか、そもそも特徴がある22 

のかどうかの分析が必要ではないか。ＡＩを用い支払手段に関してこの動きは危ない23 

かどうかの分析や、同じような過去の被害事例を参考に、リスクをあげる、アラート24 

をあげる設計を見出すことができるのではないか。 25 

 26 

（海外における法制度がどのようになっているかも参考にすべきではないか） 27 

〇海外の規制態様で参考になりそうなものはないのかについても、今後の検討課題か28 

と思われる。 29 

 30 

  31 

 
7 アービトラージとは、ある分野では厳しい規制があるが、別の分野では規制が緩い場合、その緩い規制

を利用して取引を行うことで利益を得ること。 
8 金融審議会金融制度スタディグループ「「決済」法制及び金融サービス仲介法制に係る制度整備につい

ての報告≪基本的な考え方≫(2019 年７月 26 日)」８ページ 

https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20190726/houkoku.pdf 
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第４ 要点整理 1 

 2 

１ 支払手段多様化に際して課題が生じており検討が必要な消費者問題 3 

 4 

（１）既存の規制の対象となっているもの 5 

ア 支払手段にかかる規制や消費者問題における救済レベルの相違 6 

概ね意見の一致をみた点 7 

〇キャッシュレス決済の中には、規制があるものとないものが混ざっている。さらに規8 

制があるものの中でも保護のレベルに相当な差がある。 9 

 10 

今後にさらに議論を深める点 11 

〇金融審議会では、「「決済」手段・サービスの態様や規模によって異なる、利用者保護12 

等の観点からのリスクに応じて規制を適用するため、規制の柔構造化9を行う」とさ13 

れていた10。 14 

〇リスクに応じた柔構造的規制体系というか、経済学的には例えば科学メカニズムに基15 

づく調整・アプローチなどに通じるのではないかと思う。つまり、二者択一の規制か16 

ら脱却して、リスク水準や市場の影響の程度に応じた調整的負担を課すということで、17 

制度の効率性とイノベーションの促進を両立させるという構想があり、これは経済学18 

と非常に親和性が高い。 19 

〇決済事業者間の力のバランスがあり、それが加盟店管理やその他の消費者保護法制に20 

も影響を与えているのではないか。 21 

 22 

（２）既存の規制の対象となっていないもの 23 

ア 通信料金と一体となって支払が行われるキャリア決済 24 

概ね意見の一致をみた点 25 

〇通信契約については、電気・ガス等と同様ライフラインなので収入証明はなくてもよ26 

いが、それに加えて、キャリア決済という金融サービスを提供する際に収入証明によ27 

る確認がないのはおかしい。 28 

〇スマホ・通信料代金と一般の財・サービスの利用料金が一緒に支払われる仕組みとな29 

っているが、スマホ、通信料等は今やインフラとして必ず支払が必要な性質のもので30 

 
9 規制の柔構造化（Regulatory Flexibility）とは、規制を一律に適用するのではなく、業務の内容やリ

スクに応じて柔軟に調整することを指す。規制が過度に厳しくなることを防ぎ、イノベーションを促進し

つつ、利用者保護を確保する。 
10 金融審議会金融制度スタディグループ「「決済」法制及び金融サービス仲介法制に係る制度整備につい

ての報告≪基本的な考え方≫(2019 年７月 26 日)」８ページ 

https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20190726/houkoku.pdf 
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あり、それと一般商品の支払が一体となっていわば強制力をもって支払わせる状況が1 

良いのかどうかは検討すべきポイントと思う。 2 

 3 

今後にさらに議論を深める点 4 

〇キャリア決済について、支払手段利用者の特定のための番号・記号は携帯電話番号が5 

利用されており、各キャリア事業者とも利用限度額をあらかじめ設定していることか6 

ら、カードレスの二月払購入あっせんに該当しうる。キャリア決済事業者はクレジッ7 

トカード番号等取扱契約締結事業者として登録制・加盟店調査義務等の規制対象と解8 

されるのではないか。 9 

〇キャリア決済について、通信料金と商品代金分の支払を分離できないとの規約につい10 

ては、抗弁対抗規定が適用されれば、規約が強行規定に反するとして無効となる。そ11 

して、商品代金分の支払のみを拒絶して、通話料金については別途支払うことが可能12 

になるのではないか。 13 

 14 

イ 後払決済(Buy Now Pay Later) 15 

概ね意見の一致をみた点 16 

〇コード決済の市場規模は 14 兆円程度で相談件数は約 5,500 件。電子マネーの市場規17 

模は 6.2 兆円程度で相談件数は約 10,000 件。他方、後払（ＢＮＰＬ）は市場規模１18 

兆円程度で相談件数は約 50,000 件。客観的事実として、後払決済は非常に苦情が多19 

い。後払決済は、悪質事業者にも利用されやすいといえるのではないか。 20 

○後払（ＢＮＰＬ）は、事業者団体の自主ルールによる加盟店管理および苦情の適切処21 

理が不十分である。 22 

 23 

今後にさらに議論を深める点 24 

〇後払（ＢＮＰＬ）等決済機能を有しながら決済としての規制の対象になっていないも25 

のがある。国による規制か、自主的な規制か、事業者の努力で対応するのか。規制を26 

行うとした場合、立法事実は明確であるか。規制のコストとベネフィットをどう評価27 

するか。海外の規制立法の動向の調査も重要である。 28 

 29 

（３）過剰与信 30 

概ね意見の一致をみた点 31 

〇後払決済、キャリア決済は信用調査（支払可能見込額の調査義務、信用情報機関の利32 

用）、収入確認がない。また、若年者（高校生、未成年者）も利用できてしまうこと33 

が問題である。 34 

〇信用情報機関に登録がされる前に、数社からの借入手続きが同じ日にできてしまい、35 
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過剰与信となりやすい。信用情報機関に登録するタイミングが遅いため、総量規制を1 

超えて数社から借りられてしまう。 2 

〇多様な支払手段（前払い、即時払い、後払い等）により支払時期が様々なことから、3 

全てを把握し家計管理をすることが困難である。特に後払決済やキャリア決済は、信4 

用調査も不十分なままスマホで簡単に決済できることから、多重債務に陥るケースも5 

ある。 6 

 7 

今後にさらに議論を深める点 8 

〇貸金業法や割販法に過剰与信規制が入った際、業界単位ではなくて信用情報を統合し9 

て、全体の数字を把握できるようにできないかという議論があった。その当時は消費10 

者団体側から反対があったが、一定のルールのもとに、全体の在り様を議論する必要11 

がある。 12 

〇過剰与信ということ以前に、与信の考え方を整理すべき。現状、包括的に消費者に与13 

信する包括信用購入あっせん、支払の都度与信を審査していく個別信用購入あっせん14 

があるが、それに当てはまらない２か月内払いがある。また２か月内払いで法制度が15 

ないコンビニ後払いやキャリア決済がある。様々な形態の与信という行為が、どうい16 

う効果をもたらすのか整理が必要である。 17 

 18 

（４）詐欺的な原因取引 19 

概ね意見の一致をみた点 20 

〇クレジットカードを支払手段とする消費者トラブルについて、消費生活相談を受けた21 

ことがあるものとしては、通販サイト関連(注文した商品が届かない、商品は届いた22 

が偽物だった、不良品だった)、定期購入、副業サイト、出会い系サイト、海外サイ23 

トのサブスクリプションが目立っている（相談員向けアンケート）。 24 

 25 

今後にさらに議論を深める点 26 

〇詐欺的な原因取引にかかる消費者問題について、未然防止・被害救済の観点から、支27 

払手段においてどのような仕組みがあればよいか、どのような対応が可能か議論を深28 

めるべきである。 29 

 30 

（５）詐欺的な金銭の詐取 31 

概ね意見の一致をみた点 32 

 33 

 34 

 35 
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今後にさらに議論を深める点 1 

〇詐欺的な金銭の詐取にかかる消費者問題について、未然防止・被害救済の観点から、2 

支払手段において、どのような仕組みがあればよいか、どのような対応が可能か議論3 

を深めるべきである。 4 

 5 

  6 
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２ 消費者問題に対応するための方策 1 

 2 

（１）民事ルール 3 

概ね意見の一致をみた点 4 

〇キャッシュレス決済の被害防止・救済の実効性を確保するには、行政規制とともに民5 

事ルールの整備が不可欠である。 6 

 7 

今後にさらに議論を深める点 8 

〇民事ルールとして、抗弁権の接続、信用契約の解除、損害賠償責任等が考えられるが、9 

現行法の規制がどの範囲に及び、それがどのような効果をあげているのかを整理する10 

必要がある。また、規制の手法として、現行法の適用を広げることで可能なのか、そ11 

れとも決済に関する統一的な法が考えられるべきなのかも検討すべき課題である。現12 

状どのようなものがあるか整理すべき。また、その他、具体的に求められる仕組みに13 

はどのようなものがあるか議論を深めるべき。 14 

 15 

（２）行政規制 16 

ア 規律のかかる主体 17 

（決済代行会社） 18 

概ね意見の一致をみた点 19 

〇相談現場におけるクレジットカードを支払手段とする消費者トラブルに関する課題20 

について、一部の決済代行業者について、連絡先不明、海外決済業者で交渉できない21 

との回答がある（相談員向けアンケート）。 22 

 23 

今後にさらに議論を深める点 24 

〇決済代行会社が果たしている機能、役割を明らかにし、法制度上の定義・位置づけの25 

整合性等を検討すべきではないか。その上で、決済代行会社に求められる規律につい26 

て議論を深めるべきではないか。 27 

 28 

（収納代行会社） 29 

概ね意見の一致をみた点 30 

 31 

今後にさらに議論を深める点 32 

〇収納代行会社が果たしている機能、役割を明らかにし、法制度上の定義・位置づけの33 

整合性等を明らかにすべきではないか。その上で、収納代行会社に求められる規律に34 

ついて議論を深めるべきではないか。 35 
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 1 

イ 規律の手法 2 

（加盟店管理） 3 

概ね意見の一致をみた点 4 

〇イシュアー(カード発行会社)、アクワイアラー(加盟店管理会社）、決済プラットフォ5 

ーム、収納代行、決済代行会社が、加盟店に対して決済システムを提供している。こ6 

うした事業者について、加盟店調査や苦情処理等の義務が課されているか、義務の網7 

を適切にかけられているか整理すべき。 8 

〇決済システムにおいて、事業者が専業特化して、間に何社も挟まっている。何か問題9 

が生じた際に誰をガバナンスすればよいのか。普通の会社が実は決済機能を持ってい10 

るようにみられていく側面があるので、どこに規制のアンカーを置くのか、規制手段11 

をもつべきかをとらえる必要がある。 12 

〇ある決済サービスについて、加盟店調査等によりその利用が認められない事業者が、13 

別の決済サービスを利用できる現状でよいのか。横断的な加盟店管理の枠組みについ14 

て検討する必要性がある。 15 

 16 

今後にさらに議論を深める点 17 

〇現状、明確な法適用の対象とされない決済事業者が、オンラインで簡便な支払手段を18 

提供することで、消費者には少額多数回払いのリスクや被害が新たに発生していると19 

言える。また、決済事業者が契約により加盟店リスクを引き受けない旨を定めている20 

が、明確な法適用の対象とされないために、これが可能となっている。さらに信義則21 

の適用の可能性があり、司法への期待もあるが、それだけでは制御できないリスクが22 

生じていて、実効性ある自主規制もない状況である。つまり、現状では多大なリスク23 

を消費者のみが負担する構造となっている。 24 

〇ネットワーク責任（他の事業者に起因して生じた顧客の不利益について、事業者が顧25 

客との関係で一次的な責任を負うという考え方）が採用されていない。欧米では、複26 

数の事業者が一体となってネットワークを形成してサービスを提供している場合に27 

おいて、ネットワーク内部で事故が発生した場合には、まずは顧客と接している事業28 

者が顧客に補償し、その後ネットワーク内部で責任ある事業者に求償するという考え29 

方が採用されている。 30 

〇ネットワーク責任は、欧米では要は決済事業者のグループの中で何か事故があったと31 

きには、そのグループの中で処理をさせようというような考え方である。そこを超え32 

て、例えば加盟店での不当な取引があった際に、加盟店での不始末を決済事業者まで33 

一つのネットワークとして考えて、ネットワーク内部で処理をするという考え方は、34 

決済法制からは今のところ出てこないと思う。 35 
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 1 

（消費者からの苦情の適切な取扱い） 2 

概ね意見の一致をみた点 3 

 4 

今後にさらに議論を深める点 5 

〇消費者からの苦情の適切な取扱いについて、消費者トラブルの未然防止・被害救済の6 

観点から、支払手段において、どのような仕組みがあればよいか、どのような対応が7 

可能か議論を深めるべきである。 8 

 9 

（３）金融技術の活用 10 

概ね意見の一致をみた点 11 

〇支払手段の多様化は、技術の進展により、情報処理コストの低下、本人認証手段の増12 

加、スマートフォンの普及、セキュリティ技術の進展がもたらしたものである。 13 

 14 

今後にさらに議論を深める点 15 

〇支払手段の多様化と消費者トラブルへの対応について、法制度以外の取組による対応16 

もあり得る。キャッシュレス決済は、デジタル技術と親和性が高いので、支払管理に17 

ついてデジタルを活用して行うという発想もあり得る。 18 

〇金融技術により、銀行口座情報、請求情報等のリアルタイム連携が可能になっている。19 

また、オンラインプラットフォームが情報を取得し、それをもとに情報生成を行うこ20 

とによりリスク管理方法も進化している。こうした技術を金融ビジネスの発展のみな21 

らず消費者問題の未然防止等に活用することは有り得るのではないか。 22 

〇多様な支払手段がある中で、どのケースのパターンの時に、消費者トラブルが発生す23 

るのか。何かしらのパターン化ができるのではないか。例えば関係する事業者が、こ24 

れとこれのケースの場合に、こういうトランザクションが起きたからと中身を分析し25 

ていくと、悪用される穴が見つかる可能性がある。トランザクションやその分析につ26 

いて、ＡＩ等でモニタリングすることも可能である。 27 

 28 

（４）事業者・事業者団体の対応 29 

概ね意見の一致をみた点 30 

〇相談現場におけるクレジットカードを支払手段とする消費者トラブルに関する課題31 

について、「同じ相談内容でもクレジットカード会社により対応が違う」「消費者から32 

クレジットカード会社の電話が混みあっていてつながらないとの苦情が入る」という33 

内容が上位となっている（相談員向けアンケート）。 34 

 35 
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今後にさらに議論を深める点 1 

〇決済代行会社や加盟店管理義務を負う支払事業者が、消費者トラブルの未然防止、再2 

発防止、拡大防止等に向け、具体的にどのような工夫や取組を行っているのかを明ら3 

かにする必要がある。 4 

〇事業者の調査確認義務は重くするが、実際の被害回復のところは、裁判等他の行政機5 

関と分担する等、事業者のイノベーションを止めることなく義務を課すというように、6 

消費者トラブルの全責任を負わせるのではなく、調査を円滑化し、被害回復を実務的7 

に経済的な手法を使って行う発想もある。 8 

〇金融審議会では、「不正利用の態様や各事業者のビジネスモデルが多様な中で、統一9 

的なルールの整備を直ちに実現するには課題があることや、利用者保護の観点から望10 

ましい補償ルールの整備も進みつつある現状を踏まえれば、当面は、事業者による自11 

主的な対応を促していくことが適当と考えられる。」とされていた11。 12 

 13 

  14 

 
11 金融審議会「決済法制及び金融サービス仲介法制に関するワーキング・グループ報告」(2019 年 12 月

20 日)15 ページ https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20191220/houkoku.pdf 
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３ その他 1 

 2 

（１）決済に関する情報 3 

概ね意見の一致をみた点 4 

〇キャッシュレス化ということは必ず誰かの手元にデータが残る。そのデータを誰がど5 

のように利用できるかについてのルールが不明確である。海外では、ルールをつくっ6 

てデータの利用ができるということのみならず、そのデータが利用できるためのイン7 

ターフェースの整備についての法制度も整備するというようなところまで進んでい8 

る。 9 

〇消費者の決済情報について、個人情報を用いてプロファイリングに用いる、不適切に10 

利用される可能性も生じさせているという点も検討する必要がある。令和 2 年の改正11 

割賦販売法によって導入された認定包括信用購入あっせんと登録少額信用購入あっ12 

せんについては、信用スコアリングを前提とする信用力調査が法律上認められること13 

になったが、その情報利用については、施行規則によって不当に利用しないことが求14 

められている。法規制の対象となっていない後払決済事業者は、消費者データを分析15 

して信用力分析を行っていると推測されるが、その中身がブラックボックスである。 16 

〇消費者は、決済システム運営会社に対し様々な個人情報を提供し、販売者に対し必要17 

に応じ様々な個人情報を提供する。他方、販売者と決済システム運営会社の間で相互18 

に消費者の個人情報、あるいは販売者の販売情報が交わされることはまずない。消費19 

者にどういう影響があるのかと考えると、同一グループ企業間で情報共有がなされる20 

可能性がある。 21 

〇「支払手段を提供する事業者が、あなたのどのような情報を保有し、利活用している22 

か知っていますか」について、約 74％は「知らない」としている（消費者向けアンケ23 

ート）。 24 

 25 

今後にさらに議論を深める点 26 

〇支払手段の多様化、キャッシュレス化により、決済事業者は、決済や与信に係る情報27 

を取得・保有する。消費者に係る情報について、どの事業者がどのような情報を取得・28 

保有しているか消費者に明らかにされる必要があるが、それは適切に行われているか。29 

情報の利活用の規律がどのようになっているのか議論を深めるべきではないか。 30 

 31 

（２）支払事業者と消費者の契約関係 32 

概ね意見の一致をみた点 33 

〇「現金以外の新しい支払手段の利用を開始する際、約款・契約書に目を通しているか」34 

について、全てに目を通している(約 14％)、重要だと思う部分だけ目を通している35 
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（約 42％）、必要になった時に目を通している(約 14％)、目を通していない(約 23％)1 

となっている。また、「支払手段を提供する事業者との約款・契約書の内容をよく理2 

解していると思いますか」について、理解している、理解していないは概ね 50％ずつ3 

である。理解できない理由としては、長すぎる、字が細かすぎて読みづらい、難解で4 

理解できないとなっている(消費者向けアンケート)。 5 

〇クレジットの手数料等についてどこまで考慮するか。海外では消費者が高額なリボ手6 

数料を負担する地域が多いが、日本は一括払いが中心で、ほぼ負担していない。決済7 

システムは、実質販売者（加盟店）が払う決済手数料によって維持されている。 8 

〇カードにカード利用価値が上乗せされていないのはなぜか。日本では加盟店側が負担9 

していて、日本のキャッシュレスというのは、それを原資としながらポイント経済圏10 

を拡大してきた。 11 

 12 

今後にさらに議論を深める点 13 

〇多様な支払手段について、サービスを提供する主体と消費者の間にどのような契約が14 

なされているか、そのサービスの提供を受けるために消費者はどのような対価を支払15 

っているか、対価に見合ったサービスが消費者に提供されているか（約款、契約書は16 

どのようになっているか）について、議論を深めることが重要ではないか。 17 

以上 18 

 19 


